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〔要 旨〕

本研究の目的は、簿記のオンライン授業を対象にして、学生の授業満足度を測定し大

学間で比較を行うことで、成績と授業満足度の関連を明らかにし、さらに、成績と授業

満足度に影響を与えている要因の因果関係がどのようなものかを明らかにすることであ

る。そのために、簿記のオンライン授業を実施し、その効果をアンケートによって測定

し、そして得られたデータにより統計分析を行った。大学ごとに全体データ、オンライ

ン授業の肯定・否定、偏差値上位・下位、授業満足度上位・下位の群別に相関分析を実

施し、成績および授業満足度との関連を確認した。また、同様に、提案モデルについて

繰り返しの重回帰分析によりパス解析を行った。その結果、KSUの学生は提出意識が

高いこと、IPUの学生は資格取得に関する意識が高く、オンライン授業に肯定的な意識

をもっていることが判明した。つまり、KSUの学生はオンライン授業の嗜好にかかわ

らず、提出意識が高いので学生努力により成績を上げることができ、IPUの学生はオン

ライン授業に肯定的であることにより授業満足度に影響を及ぼしていると示唆された。

1．はじめに

1．1 背景と目的

わが国では、COVID‐19（新型コロナウイルス）の感染拡大の影響を受け、大学ではそ

れ以前の授業とは一変しほとんどがオンライン授業となった時期もあった（NHK、2020ab）。

授業のオンライン化を成功させるためには、実際にオンライン授業を受けている学生がど

のような評価をしているかを明らかにする必要がある。そこで、本研究では、簿記のオン

ライン授業について学生による授業評価アンケートで授業満足度（以下、満足度という）

を測定しオンライン授業のもとで成績との関連を明らかにする。さらに、アンケートによ

り収集されたデータについて、成績および満足度にどのような要因が影響を与えているの

か、その因果関係がどのようなものかを検討する。
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1．2 先行研究

1．2．1 学生による授業評価

近年、多くの大学では教育の質向上の取り組みとしてFD（Faculty Development）活

動が行われ、その一環として学生による授業評価アンケートが実施されている。2018年の

実施率は99．3％であった（文部科学省、2020）。授業評価アンケートの活用事例について、

非常に多くの報告が行われている。

授業評価アンケートの中の質問項目で特に注目されるのは、満足度と考えられる（谷口、

2013）。つまり、授業改善の目的は学生の授業に対するニーズを的確にとらえ、授業に対

する総合的な満足度を高めることである。そのためには何をすべきであるのかをデータに

もとづき客観的・定量的な分析により明らかにすることが重要となる。

例えば、森・田邉（2011）では、基礎ゼミ、英語科目、専門科目の科目種別の授業評価

アンケートのデータから、因子分析および重回帰分析を行い総合評価と相関性の高い、つ

まり総合評価に影響を与えている要因の分析を行っている。星野・牟田（2004；2005）の

一連の研究では、満足度や理解度がどのような因子から影響を及ぼされているかについて

共分散構造分析を用いて明らかにしている。谷口（2013）では、授業評価アンケートのデー

タを用いて、因子分析により潜在変数が観測変数である総合評価への影響を共分散構造分

析により明らかにしている。中村・赤倉（2018）では、授業形態ごとの満足度の要因の違

いを明らかするために、学生へ授業評価アンケートを行い、因子分析と共分散構造分析に

より満足度への影響要因を明にしている。このように成績や満足度がどのような要因（変

数）によって影響を受けているかについて明らかにするために、重回帰分析等が用いられ

パス解析が行われている。

1．2．2 簿記の成績を上げる要因

簿記の成績に対してどのような要因が関連し分析されているのだろうか。例えば、海外

では属性にもとづくデータにより分析が行われている（Koh and Koh, 1999；Seow et al.,

2014）。わが国では、これまでの先行研究において簿記に内在する勘定科目や概念を理解

することの難しさを中心に指摘されてきたが、近年においては、属性にもとづき統計的・

定量的に分析されている（中村、2015；山根、2018）。

このように簿記の成績に対して教科に内在する難しさや属性といった点について明らか

にされてきた。簿記の成績および満足度にどのような要因が関連しているのか、その要因

がどのようなプロセスで影響しているのかを明らかにした研究は少ないと思われる1）。
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図1 偏差値・満足度の提案モデル

出所：手嶋・金川（2021）、p．135を一部変更。

2．研究方法

2．1 概念モデルの設計

筆者らは、一連の研究（手嶋・金川、2019；2020abc）を踏まえた概念モデルの検証後、

成績に影響を与えるプロセスにおける因果関係の概念モデルを提示したが2）、授業評価ア

ンケートとの関係から満足度と成績（偏差値）の2つを従属変数とするモデルを図1の通

り提案した（手嶋・金川、2021）。

偏差値と満足度は、観測変数であり、その他の変数は潜在的な因子である。従属変数で

ある偏差値あるいは満足度に影響を与えるプロセスとしては、「目標感」→「学生努力」

→「自己効力感」→「満足度」→「偏差値」、ないし「目標感」→「学生努力」→「自己

効力感」→「偏差値」となる。偏差値・満足度の提案モデル（図1）に従い本研究におい

ては次のＨ01～07までの仮説を設定し、大学別に検証する。

Ｈ01：学生努力は、目標感に影響されている。

Ｈ02：自己効力感は、学生努力に影響されている。

Ｈ03：満足度は、自己効力感に影響されている。

Ｈ04：偏差値は、自己効力感に影響されている。

Ｈ05：偏差値は、満足度に影響されている。

Ｈ06：偏差値は、目標感、学生努力、自己効力感、および満足度に影響されている。

Ｈ07：偏差値は、目標感、学生努力、および自己効力感に影響されている。

2．2 研究方法

九州産業大学商学部（KSU）および環太平洋大学経営学部（IPU）において、2020年前

期に実施された簿記の授業の履修者を対象とし、アンケート調査による効果測定を行った。

KSUにおいて、2020年5～7月に実施された簿記の授業（「簿記論」）の履修者を対象

とし、アンケート調査による効果測定を行った。授業は、半期制で1コマ100分の全14回
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（オンデマンド型授業）である。最終回にGoogle Forms を利用し、アンケート調査を実

施した。

IPUにおいて、2020年5～7月に実施された簿記の授業（「簿記入門」）の履修者を対象

とし、アンケート調査による効果測定を行った。授業は、半期制で1コマ100分の全12回

（オンデマンド型授業）＋課題2回である。最終回にGoogle Forms を利用し、アンケー

ト調査を実施した。

収集されたデータにもとづいて統計処理が行われる。本調査では、アンケートで得られ

たデータより日本人の1年生KSU42名｛男性35名（83．3％）、女性7名（16．7％）｝と IPU

54名｛男性43名（79．6％）、女性11名（20．4％）｝を抽出し対象とした。収集されたデータ

は IBMⒸSPSSⒸStatistics ver．26により統計処理が行われた。なお、アンケート調査を実施

するにあたり、各大学の研究倫理規定を遵守している。

2．3 質問項目

附表にアンケート調査で実施された質問項目を示した。Ｑ0については、コロナウイル

ス感染拡大に鑑み、独自の意識調査を行った。Ｑ1については、オンライン授業は好きか

どうかを質問した。Ｑ2の授業評価アンケートの項目については、斉田（2012）および谷

口（2013）を参考に作成した。そしてＱ3‐1～Ｑ3‐8の簿記の自己効力感についての質

問項目は、松沼（2004）を参考に作成した。Ｑ3‐9～Ｑ3‐13は、オリジナルの質問項目

で簿記について技術修得度を尋ねた。Ｑ3‐14～Ｑ3‐15は、この科目に対しての目標につ

いて独自に質問した。すべての質問項目で6件法（質問に対して、「とてもそう思う」は

6、「そう思う」5、「少しそう思う」4、「あまりそう思わない」3、「そう思わない」2、

「まったくそう思わない」1を選ぶ）により回答を求めた。なお、Ｑ2‐18は逆転項目と

なっている。

3．結果

3．1 記述統計量

3．1．1 平均値と標準偏差

質問項目の平均値と標準偏差を表1に示した（t 値については後述する）。それに示さ

れる質問項目を見ると、平均値（M）が多少高くなっている項目もみられるが、標準偏

差（SD）が広がっていないためにすべての項目を分析の対象とした。また、Ｑ2の10～
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 KSU n=42 IPU n=54
No.  M SD M SD t

Q0-1-1 3.86 1.39 4.04 1.08 .71 
Q0-1-2 3.88 1.45 3.96 1.61 .26 
Q0-2-1 2.81 1.35 2.37 1.40 1.55 
Q0-2-2 4.52 1.63 4.70 1.69 .53 
Q0-3-1 3.52 1.50 4.35 1.49 2.69 
Q0-3-2 4.57 1.68 4.39 1.76 .51 
Q1 3.21 1.62 3.89 1.30 2.27 
Q2-1 3.60 1.45 4.04 1.35 1.54 
Q2-2 3.95 1.34 4.02 1.34 .24 
Q2-3 3.74 1.42 3.85 1.17 .43 
Q2-4 3.60 1.52 4.52 1.24 3.28 
Q2-5 4.33 1.34 4.81 1.45 1.67 
Q2-6 3.69 1.33 4.48 1.41 2.79 
Q2-7 4.00 1.45 3.93 1.52 .24 
Q2-8 3.98 1.55 3.59 1.41 1.27 
Q2-9 3.67 1.54 5.09 1.34 4.85 
Q2-10 4.36 1.64 5.24 1.33
Q2-11 4.29 1.60 4.78 1.66

34.120.521-2Q
Q2-13 4.31 1.57 4.78 1.48
Q2-14 3.52 1.33 3.61 1.48
Q2-15 3.17 1.17 3.57 1.49 1.46 
Q2-16 3.67 1.54 4.15 1.62 1.48 
Q2-17 3.33 1.32 3.39 1.53 .19 
Q2-18 3.05 1.29 2.48 1.54 1.92 
Q2-19 3.57 1.19 3.87 1.26 1.18 
Q2-20 3.60 1.19 3.96 1.26 1.45 
Q3-1 2.83 1.31 2.83 1.31 .00 
Q3-2 3.45 1.06 3.76 1.32 1.23 
Q3-3 3.07 1.16 3.04 1.30 .14 
Q3-4 3.19 1.13 3.28 1.25 .35 
Q3-5 3.05 1.15 3.09 1.23 .18 
Q3-6 2.88 1.23 2.72 1.20 .63 
Q3-7 3.24 1.12 3.48 1.40 .92 
Q3-8 2.95 1.15 3.33 1.55 1.33 
Q3-9 3.50 1.21 3.63 1.31 .50 
Q3-10 3.33 1.16 3.94 1.35 2.34 
Q3-11 3.17 1.15 3.72 1.37 2.12 
Q3-12 3.10 1.05 3.46 1.28 1.50 
Q3-13 3.14 1.12 3.33 1.29 .76 
Q3-14 3.98 1.58 5.06 1.37 3.58 
Q3-15 3.86 1.62 4.93 1.41 3.45 

3.67 1.42 4.19 0.95 2.14 
5.04 1.25 4.45 1.51 2.04 

14については、大学間で質問項目が異なるので、直接的に比較はできないと判断し、10～

12を課題量として、13～14を提出意識として変数を合成した。

3．1．2 平均の差の検定（t 検定）

質問項目の大学間の比較を行うために、t 検定を実施し、t 値を表1に示した（df（自

由度）＝94、＊．p＜．05、＊＊．p＜．01）。その結果、提出意識（t＝2．04＊）について IPUよ

りKSUの方が有意に高い得点を示していた。他方、Ｑ0‐3‐1（t＝2．69＊＊）、Ｑ1（t＝

2．27＊）、Ｑ2‐6（t＝2．79＊＊）、Ｑ2‐9（t＝4．85＊＊）、Ｑ3‐10（t＝2．34＊）、Ｑ3‐11（t

＝2．12＊）、Ｑ3‐14（t＝3．58＊）、Ｑ3‐15（t＝3．45＊）、および課題量（t＝2．14＊）につい

表1 記述統計量

出所：筆者作成 n＝データの個数、M＝平均値、SD＝標準偏差、 ＊．p＜．05、＊＊．p＜．01
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ては、KSUより IPUの方が有意に高い得点を示していた。

KSUの学生は提出意識が高く、IPUの学生は資格取得に関する意識（Ｑ0‐3‐1、Ｑ

3‐14・15）が高く、オンライン授業に肯定的な意識（Ｑ1、Ｑ2‐6・9）をもっている

といえる。

3．2 単純集計

3．2．1 新型コロナウイルス感染拡大の影響

（1）Ｑ0‐1‐1、Ｑ0‐1‐2

Ｑ0‐1‐1「COVID‐19感染拡大防止に対応した休講期間中、学修態度に変化はあった」

かを尋ねた。KSUでは、4～6を選択したポジティブ回答群は、25名（59．5％）であっ

た。1～3を選択したネガティブ回答群は、17名（40．5％）であった。IPUでは、ポジティ

ブ回答群42名（77．7％）、ネガティブ回答群12名（22．3％）であった。

上記質問に対しＱ0‐1‐2「それはいつ頃からですか？」と尋ねた。時期については、

早い時期を数字が大きくなるようにして、6＝4月上旬、5＝4月中旬、4＝4月下旬、

3＝5月上旬、2＝5月中旬、1＝5月下旬とした。KSUでは、4月までに変化があっ

たと回答した群は25名（59．5％）、5月までに変化があったと回答した群は、17名（40．5％）

であった。IPUでは、4月群30名（55．5％）、5月群24名（44．5％）であった。

（2）Ｑ0‐2‐1、Ｑ0‐2‐2

Ｑ0‐2‐1「COVID‐19感染拡大防止の影響で、希望就職先は変化した」かを尋ねた。

KSUでは、ポジティブ回答群は、12名（28．6％）であった。ネガティブ回答群は、30名

（71．4％）であった。IPUでは、ポジティブ回答群14名（25．9％）、ネガティブ回答群40

名（74．1％）であった。

上記質問に対しＱ0‐2‐2「それはいつ頃からですか？」と尋ねた。KSUでは、4月

までに変化があったと回答した群は33名（78．6％）、5月までに変化があったと回答した

群は、9名（21．4％）であった。IPUでは、4月群40名（74．1％）、5月群14名（25．9％）

であった。

（3）Ｑ0‐3‐1、Ｑ0‐3‐2

Ｑ0‐3‐1「COVID‐19感染拡大防止の影響で、資格取得を真剣に考えている」かを尋

ねた。KSUでは、ポジティブ回答群は、21名（50．0％）であった。ネガティブ回答群は、
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21名（50．0％）であった。IPUでは、ポジティブ回答群43名（79．6％）、ネガティブ回答

群11名（20．4％）であった。Ｑ0‐3‐1は、上述の3．1．2平均の差の検定により t＝2．69、

df＝94、p＜．01でKSUより IPUの方が有意に高い得点を示していた。

上記質問に対しＱ0‐3‐2「それはいつ頃からですか？」と尋ねた。KSUでは、4月

までに変化があったと回答した群は30名（71．4％）、5月までに変化があったと回答した

群は、12名（28．6％）であった。IPUでは、4月群37名（68．5％）、5月群17名（31．5％）

であった。

3．2．2 オンライン授業について

Ｑ1「オンライン授業（遠隔授業、WEB授業、ハイブリッド型等）について（この科

目だけでなく全般的に）オンライン授業は好き」かを尋ねた。KSUでは、ポジティブ回

答群は、19名（45．2％）であった。ネガティブ回答群は、23名（54．8％）であった。IPU

では、ポジティブ回答群35名（64．8％）、ネガティブ回答群19名（35．2％）であった。Ｑ

1は、上述の3．1．2平均の差の検定により t＝2．27、df＝94、p＜．05でKSUより IPU

の方が有意に高い得点を示していた。

3．3 因子の要約

手嶋・金川（2021）によれば、先行研究による因子に質問項目を要約することは妥当で

あると判断される。つまり、Ｑ2‐1～2‐8は「教員努力」因子（Ｑ2‐3、2‐4につい

ては合成変数の課題量を使用した）、Ｑ2‐9～2‐14「学生努力」因子（Ｑ2‐10、11、12

については合成変数の提出意識を使用した）、Ｑ2‐15～2‐17、2‐19「期待感」因子（手

嶋・金川（2021）の結果を踏まえＱ2‐18を除外する）、Ｑ2‐20「満足度」3）、Ｑ3‐1～

3‐8「自己効力感」因子、Ｑ3‐9～3‐13「技術修得」因子、そしてＱ3‐14～3‐15「目

標感」因子とされる。したがって、これ以降、これらの因子により分析を進めることにす

る。

3．4 相関分析

より詳細な相関分析を行うために属性を分類した。（ａ）「Ｑ1オンライン授業は好き

だ」の質問に対して、6件法のうち1～3を選択したネガティブ回答群（以後、否定群と

呼ぶ）と4～6を選択したポジティブ回答群（以後、肯定群と呼ぶ）の2群に分類した。

（ｂ）偏差値を基準にして50以上を上位群、50未満を下位群として分類した。そして、（ｃ）
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満足度を「Ｑ2‐20この科目について総合的に満足している」の質問に対して、6件法の

うち1～3を選択した下位群と4～6を選択した上位群の2群に分類した。

3．4．1 全体データの相互相関

全体データの相互相関について、従属変数である偏差値と満足度に、抽出された6つの

因子との相関を分析した（Pearson の相関係数＝r、＊．p＜．05、＊＊．p＜．01）。その結果、

両大学において偏差値と有意になった因子は、認められなかった。満足度については、偏

差値を除き、両大学ともにすべての因子で正の関係となり有意となった。自己効力感と目

標感の関係（r＝．26）について、IPUでは有意とはならなかったが、その他の因子につい

ては、偏差値を除き、すべての因子で正の関係となり有意になった。

3．4．2 Ｑ1肯定群・否定群別の相互相関

モデル（図1）の従属変数である偏差値および満足度と各因子との相関および満足度と

の相関について、「Ｑ1オンライン授業は好きだ」の質問に対する群別の相関分析を実施

した。

（1）Ｑ1肯定群の相互相関

分析の結果、偏差値との有意な相関があったのは、KSUでの期待感（r＝－．52＊）のみ

で負の関係となった。満足度との相互相関において有意になった相関は、KSUでは教員

努力（r＝．76＊＊）、学生努力（r＝．56＊）、期待感（r＝．62＊）であった。有意となった相関

はすべて正の関係であった。IPUでは教員努力（r＝．71＊＊）、期待感（r＝．76＊＊）、自己

効力感（r＝．77＊＊）、技術修得（r＝．56＊＊）であった。有意となった相関はすべて正の関

係であった。

（2）Ｑ1否定群の相互相関

分析の結果、両大学において偏差値と有意になった因子は、認められなかった。満足度

との相互相関において有意になった相関は、KSUでは教員努力（r＝．81＊＊）、学生努力（r

＝．80＊＊）、期待感（r＝．84＊＊）、自己効力感（r＝．57＊＊）、技術修得（r＝．63＊＊）、目標感

（r＝．74＊＊）であった。有意となった相関はすべて正の関係であった。IPUでは教員努力

（r＝．69＊＊）、期待感（r＝．47＊）、目標感（r＝．53＊）であった。有意となった相関はすべ

て正の関係であった。
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3．4．3 偏差値上位群・下位群別の相互相関

モデル（図1）の従属変数である偏差値および満足度と各因子との相関および満足度と

の相関について、偏差値上位群・下位群別の相関分析を実施した。群分けに関して、全体

のデータについて、偏差値を基準にして50以上を上位群、50未満を下位群として区分した。

（1）偏差値上位群

分析の結果、両大学において偏差値と有意になった因子は、認められなかった。満足度

との相互相関において有意になった相関は、KSUでは教員努力（r＝．82＊＊）、学生努力（r

＝．57＊＊）、期待感（r＝．70＊＊）、目標感（r＝．52＊＊）であった。有意となった相関はすべ

て正の関係であった。IPUでは教員努力（r＝．67＊＊）、期待感（r＝．66＊＊）、自己効力感

（r＝．75＊＊）、技術修得（r＝．57＊＊）、目標感（r＝．39＊）であった。有意となった相関は

すべて正の関係であった。

（2）偏差値下位群

分析の結果、両大学において偏差値と有意になった因子は、認められなかった。満足度

との相互相関において有意になった相関は、KSUでは教員努力（r＝．89＊＊）、学生努力（r

＝．94＊＊）、期待感（r＝．92＊＊）、自己効力感（r＝．70＊＊）、目標感（r＝．82＊＊）であった。

有意となった相関はすべて正の関係であった。IPUでは教員努力（r＝．73＊＊）、学生努力

（r＝．57＊＊）、期待感（r＝．77＊＊）、自己効力感（r＝．65＊＊）、技術修得（r＝．63＊＊）であっ

た。有意となった相関はすべて正の関係であった。

3．4．4 満足度上位群・下位群別の相互相関

全体のデータについて、満足度「Ｑ2‐20この科目について総合的に満足している」の

質問に対して、6件法のうち1～3を選択した下位群と4～6を選択した上位群の2群に

区分した。群別の相関分析を実施した。

（1）満足度上位群

分析の結果、偏差値と有意になった因子は、KSUでのみ満足度（r＝－．49＊）および目

標感（r＝－．44＊）との関係が認められた。有意となった相関はすべて負の関係であった。

満足度との相互相関において有意になった相関は、KSUでは教員努力（r＝．73＊＊）、学生

努力（r＝．67＊＊）、期待感（r＝．74＊＊）、自己効力感（r＝．67＊＊）、技術修得（r＝．56＊＊）
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であった。有意となった相関はすべて正の関係であった。IPUでは教員努力（r＝．58＊＊）、

学生努力（r＝．49＊＊）、期待感（r＝．43＊＊）、自己効力感（r＝．36＊）であった。有意となっ

た相関はすべて正の関係であった。

（2）満足度下位群

分析の結果、偏差値と有意になった因子は、KSUでは学生努力（r＝．61＊）との関係が

認められた。有意となった相関は正の関係であった。IPUでは技術修得（r＝．52＊）との

関係が認められた。有意となった相関は正の関係であった。満足度との相互相関において

有意になった相関は、KSUでは学生努力（r＝．57＊）、期待感（r＝．59＊＊）、目標感（r＝．64＊＊）

であった。有意となった相関はすべて正の関係であった。IPUでは満足度と有意になった

因子は、認められなかった。

3．5 重回帰分析

成績および満足度に影響を与える変数を検討するために、提案モデル（図1）で参考に

した中谷（1996）と同様に重回帰分析（強制投入法）の繰り返しによるパス解析（階層的

重回帰分析）を行った。対象となる変数は提案モデル（図1）に相応する変数となる成績、

満足度、自己効力感、学生努力、および目標感を使用した。

その手続きは、次の（ａ）～（ｅ）に対して重回帰分析を行う。（ａ）学生努力を従属

変数とし、目標感を独立変数として分析を行う。（ｂ）自己効力感を従属変数とし、目標

感と学生努力を独立変数として分析を行う。（ｃ）満足度を従属変数とし、目標感、学生

努力、および自己効力感を独立変数として分析を行う。（ｄ）偏差値を従属変数とし、目

標感、学生努力、および自己効力感、および満足度を独立変数として分析を行う。そして、

（ｅ）偏差値を従属変数とし、目標感、学生努力、および自己効力感を独立変数として分

析を行う。分析結果として各図には重決定係数R2と標準偏回帰係数 βを示した。

3．5．1 大学別全体データの重回帰分析

①KSUの場合

大学別の全体データの分析結果を図2に示した。なお、有意となったパスのみを示して

いる。
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R 2=.24 .49 R 2=.24 

.39
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.52

図2 提案モデルの検討（大学別全体データ：KSU）

出所：筆者作成 ＊．p＜．05、＊＊．p＜．01

.62R 2=.33 .57 R 2=.14 .32 R 2=.52 

図3 提案モデルの検討（大学別全体データ：IPU）

出所：筆者作成 ＊．p＜．05、＊＊．p＜．01

分析の結果、（ａ）目標感→学生努力の関係は、有意となった（R2＝．24、β＝．49＊＊）。

（ｂ）目標感→自己効力感の関係において有意となった（R2＝．24、β＝．39＊）。学生努力

→自己効力感については有意となるパスは存在しなかった。（ｃ）目標感→満足度（R2＝．68、

β＝．32＊＊）および学生努力→満足度（R2＝．68、β＝．57＊＊）の関係は、有意となった。自

己効力感→満足感については有意となるパスは存在しなかった。（ｄ）学生努力→偏差値

（R2＝．13、β＝．52＊）の関係は、有意となった。目標感→偏差値、自己効力感→偏差値、

および満足度→偏差値については有意となるパスは存在しなかった。そして、（ｅ）につ

いて、いずれも有意となるパスは認められなかった。

② IPUの場合

大学別の全体データの分析結果を図3に示した。なお、有意となったパスのみを示して

いる。

分析の結果、（ａ）目標感→学生努力の関係は、有意となった（R2＝．33、β＝．57＊＊）。

（ｂ）目標感→自己効力感については有意となるパスは存在しなかった。学生努力→自己

効力感の関係において有意となった（R2＝．14、β＝．32＊）。（ｃ）目標感→満足度および

学生努力→満足度については有意となるパスは存在しなかった。自己効力感→満足感の関

係は、有意となった（R2＝．52、β＝．62＊＊）。（ｄ）と（ｅ）について、いずれも有意とな

るパスは認められなかった。
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図4 提案モデルの検討（オンライン授業肯定群：KSU）

出所：筆者作成 ＊．p＜．05、＊＊．p＜．01

3．5．2 オンライン授業の肯定群・否定群別の検討

全体のデータを質問「Ｑ1オンライン授業は好きだ」に対して、6件法のうち1～3を

選択したオンライン授業否定群と4～6を選択したオンライン授業肯定群の2群に区分し、

パス解析を行った。

（1）オンライン授業肯定群

①KSUの場合

オンライン授業肯定群データの分析結果を図4に示した。なお、有意となったパスのみ

を示している。

分析の結果、（ａ）目標感→学生努力については有意となる関係が認められなかった。

（ｂ）目標感→自己効力感の関係において有意となった（R2＝．33、β＝．56＊）。学生努力

→自己効力感については有意となる関係が認められなかった。（ｃ）目標感→満足度（R2

＝．57、β＝．61＊＊）および学生努力→満足度（R2＝．57、β＝．53＊＊）の関係は、有意となっ

た。自己効力感→満足感については有意となる関係が認められなかった。（ｄ）目標感→

偏差値、学生努力→偏差値、自己効力感→偏差値については有意となるパスは存在しなかっ

た。満足度→偏差値の関係は、有意となった（R2＝．30、β＝－．79＊）。そして、（ｅ）に

ついて、いずれも有意となるパスは認められなかった。

② IPUの場合

オンライン授業肯定群データの分析結果を図5に示した。なお、有意となったパスのみ

を示している。
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.57 R 2=.62 .74R 2=.32 

図5 提案モデルの検討（オンライン授業肯定群：IPU）

出所：筆者作成 ＊＊．p＜．01

R 2=.75 .45R 2=.51 .71

図6 提案モデルの検討（オンライン授業否定群：KSU）

出所：筆者作成 ＊．p＜．05、＊＊．p＜．01

分析の結果、（ａ）目標感→学生努力については有意となった（R2＝．32、β＝．57＊＊）。

（ｂ）目標感→自己効力感および学生努力→自己効力感については有意となる関係が認め

られなかった。（ｃ）目標感→満足度および学生努力→満足度については、有意となる関

係が認められなかった。自己効力感→満足感の関係は、有意となった（R2＝．62、β＝．74＊＊）。

（ｄ）および（ｅ）について、いずれも有意となるパスは認められなかった。

（2）オンライン授業否定群

①KSUの場合

オンライン授業否定群データの分析結果を図6に示した。なお、有意となったパスのみ

を示している。

分析の結果、（ａ）目標感→学生努力について有意となった（R2＝．51、β＝．71＊＊）。（ｂ）

目標感→自己効力感および学生努力→自己効力感については有意となる関係が認められな

かった。（ｃ）目標感→満足度については有意となる関係が認められなかった。学生努力

→満足度（R2＝．51、β＝．45＊）の関係は、有意となった。自己効力感→満足感について

は有意となる関係が認められなかった。（ｄ）および（ｅ）について、いずれも有意とな

るパスは認められなかった。

② IPUの場合

オンライン授業否定群データの分析結果を図7に示した。なお、有意となったパスのみ

を示している。
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.54 R 2=.29 

図7 提案モデルの検討（オンライン授業否定群：IPU）

出所：筆者作成 ＊．p＜．05

R 2=.50 
.42

.48

図8 提案モデルの検討（偏差値上位群：KSU）

出所：筆者作成 ＊．p＜．05、＊＊．p＜．01

.70R 2=.27 .52 R 2=.63 

図9 提案モデルの検討（偏差値上位群：IPU）

出所：筆者作成 ＊＊．p＜．01

その結果、（ａ）目標感→学生努力については有意となった（R2＝．29、β＝．54＊）。（ｂ）、

（ｃ）、（ｄ）、および（ｅ）について、いずれも有意となるパスは認められなかった。

3．5．3 偏差値上位群・下位群別の検討

全体のデータについて偏差値が50以上のものを上位群、50未満のものを下位群として提

案モデルのパスを検討した。

（1）偏差値上位群

①KSUの場合

偏差値上位群データの分析結果を図8に示した。なお、有意となったパスのみを示して

いる。

分析の結果、（ａ）および（ｂ）について、いずれも有意となる関係が認められなかっ

た。（ｃ）目標感→満足度（R2＝．50、β＝．42＊）および学生努力→満足度（R2＝．50、β＝．48＊＊）

の関係は、有意となった。自己効力感→満足感については有意となる関係が認められなかっ

た。（ｄ）および（ｅ）について、いずれも有意となるパスは認められなかった。

② IPUの場合

偏差値上位群データの分析結果を図9に示した。なお、有意となったパスのみを示して

いる。
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R 2=.90 1.22R 2=.85 .92

図10 提案モデルの検討（偏差値下位群：KSU）

出所：筆者作成 ＊＊．p＜．01

.48R 2=.47 .69 R 2=.49 

図11 提案モデルの検討（偏差値下位群：IPU）

出所：筆者作成 ＊．p＜．05、＊＊．p＜．01

分析の結果、（ａ）目標感→学生努力については有意となった（R2＝．27、β＝．52＊＊）。

（ｂ）については、いずれも有意となる関係が認められなかった。（ｃ）目標感→満足度

および学生努力→満足度については、有意となる関係が認められなかった。自己効力感→

満足感の関係は、有意となった（R2＝．63、β＝．70＊＊）。（ｄ）および（ｅ）について、い

ずれも有意となるパスは認められなかった。

（2）偏差値下位群

①KSUの場合

偏差値下位群データの分析結果を図10に示した。なお、有意となったパスのみを示して

いる。

分析の結果、（ａ）目標感→学生努力について有意となった（R2＝．85、β＝．92＊＊）。（ｂ）

については、いずれも有意となる関係が認められなかった。（ｃ）目標感→満足度につい

ては有意となる関係が認められなかった。学生努力→満足度の関係は、有意となった（R2

＝．90、β＝1．22＊＊）。自己効力感→満足感については有意となる関係が認められなかった。

（ｄ）および（ｅ）について、いずれも有意となるパスは認められなかった。

② IPUの場合

偏差値下位群データの分析結果を図11に示した。なお、有意となったパスのみを示して

いる。

分析の結果、（ａ）目標感→学生努力（R2＝．47、β＝．69＊＊）については有意となった。

（ｂ）について、いずれも有意となる関係が認められなかった。（ｃ）目標感→満足度お

よび学生努力→満足度については、有意となる関係が認められなかった。自己効力感→満

足感の関係は、有意となった（R2＝．49、β＝．48＊）。（ｄ）および（ｅ）について、いず
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図12 提案モデルの検討（満足度上位群：KSU）

出所：筆者作成 ＊．p＜．05、＊＊．p＜．01

れも有意となるパスは認められなかった。

3．5．4 満足度上位群・下位群別の検討

満足度についての質問「Ｑ2‐20この科目について総合的に満足している」に対して、

6件法のうち1～3を選択した下位群と4～6を選択した上位群の2群に区分し、パス解

析を行った。

（1）満足度上位群

①KSUの場合

満足度上位群データの分析結果を図12に示した。なお、有意となったパスのみを示して

いる。

分析の結果、（ａ）目標感→学生努力については有意となる関係が認められなかった。

（ｂ）目標感→自己効力感の関係において有意となった（R2＝．48、β＝．62＊＊）。学生努

力→自己効力感については有意となる関係が認められなかった。（ｃ）目標感→満足度に

ついては有意となる関係が認められなかった。学生努力→満足度（R2＝．67、β＝．52＊＊）

の関係は、有意となった。自己効力感→満足感の関係において有意となった（R2＝．67、

β＝．45＊）。（ｄ）目標感→偏差値、学生努力→偏差値、および自己効力感→偏差値につい

ては有意となるパスは存在しなかった。満足度→偏差値の関係は、有意となった（R2＝．35、

β＝－．85＊）。そして、（ｅ）について、いずれも有意となるパスは認められなかった。

② IPUの場合

満足度上位群データの分析結果を図13に示した。なお、有意となったパスのみを示して

いる。
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R 2=.29 .47R 2=.44 .66

図13 提案モデルの検討（満足度上位群：IPU）

出所：筆者作成 ＊＊．p＜．01

R 2=.35 .59 R 2=.45 

.75R 2=.44 

.70

図14 提案モデルの検討（満足度下位群：KSU）

出所：筆者作成 ＊．p＜．05、＊＊．p＜．01

分析の結果、（ａ）目標感→学生努力について有意となった（R2＝．44、β＝．66＊＊）。（ｂ）

ついては、いずれも有意となる関係が認められなかった。（ｃ）目標感→満足度について

は有意となる関係が認められなかった。学生努力→満足度（R2＝．29、β＝．47＊＊）の関係

は、有意となった。自己効力感→満足感については有意となる関係が認められなかった。

（ｄ）および（ｅ）について、いずれも有意となるパスは認められなかった。

（2）満足度下位群

①KSUの場合

満足度下位群データの分析結果を図14に示した。なお、有意となったパスのみを示して

いる。

その結果、（ａ）目標感→学生努力の関係は、有意となった（R2＝．35、β＝．59＊＊）。（ｂ）

および（ｃ）についてはいずれも有意となるパスは存在しなかった。（ｄ）学生努力→偏

差値の関係は、有意となった（R2＝．45、β＝．70＊）。目標感→偏差値、自己効力感→偏差

値、および満足度→偏差値については有意となるパスは存在しなかった。そして、（ｅ）

学生努力→偏差値の関係は、有意となった（R2＝．44、β＝．75＊＊）。目標感→偏差値、お

よび自己効力感→偏差値については有意となるパスは存在しなかった。

② IPUの場合

満足度下位群データの分析結果を図15に示した。なお、有意となったパスのみを示して

いる。
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R 2=.30 -.58

図15 提案モデルの検討（満足度下位群：IPU）

出所：筆者作成 ＊．p＜．05

分析の結果、（ａ）目標感→学生努力については有意となる関係が認められなかった。

（ｂ）目標感→自己効力感については有意となった（R2＝．30、β＝－．58＊）。学生努力→

自己効力感については有意となる関係が認められなかった。（ｃ）、（ｄ）、および（ｅ）に

ついて、いずれも有意となるパスは認められなかった。

4．考察

本研究の目的は、大学間で比較を行うことで簿記のオンライン授業を対象にした学生に

よる授業評価アンケートで満足度を測定し、それと偏差値やその他の要因との関係を明ら

かにすることであった。偏差値・満足度の提案モデル（図1）に従い本研究においては次

のＨ01～07までの仮説を設定していた。したがって、上述の3．結果を踏まえて仮説を検

証する。

4．1 仮説の検証

Ｈ01：学生努力は、目標感に影響される。

検証：全体データにおいて、相関分析ではKSU（r＝．49＊＊）、IPU（r＝．57＊＊）、重回

帰分析ではKSU（R2＝．24、β＝．49＊＊）、IPU（R2＝．33、β＝．57＊＊）となり統計的に有意

となる関係が認められた。属性の群別にみると相関分析では、オンライン授業肯定群 IPU

（r＝．57＊＊）、オンライン授業否定群KSU（r＝．71＊＊）、IPU（r＝．54＊）、偏差値上位群 IPU

（r＝．52＊＊）、偏差値下位群KSU（r＝．92＊＊）、IPU（r＝．69＊＊）、満足度上位群 IPU（r

＝．66＊＊）、満足度下位群KSU（r＝．59＊＊）において統計的に有意となる関係が認められ

た。重回帰分析では、オンライン授業肯定群 IPU（R2＝．32、β＝．57＊＊）、オンライン授

業否定群KSU（R2＝．51、β＝．71＊＊）、IPU（R2＝．29、β＝．54＊）、偏差値上位群 IPU（R2

＝．27、β＝．52＊＊）、偏差値下位群KSU（R2＝．85、β＝．92＊＊）、IPU（R2＝．47、β＝．69＊＊）、

満足度上位群 IPU（R2＝．44、β＝．66＊＊）、満足度下位群KSU（R2＝．35、β＝．59＊＊）にお

いて統計的に有意となる関係が認められた。
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Ｈ02：自己効力感は、学生努力に影響される。

検証：全体データにおいて、相関分析ではKSU（r＝．35＊）、IPU（r＝．37＊＊）、重回帰

分析では IPU（R2＝．14、β＝．32＊）において統計的に有意な関係が認められた。属性の

群別にみると相関分析では、オンライン授業否定群KSU（r＝．49＊）、偏差値下位群KSU

（r＝．74＊＊）、IPU（r＝．55＊）において統計的に有意な関係が認められた。重回帰分析で

は、いずれも有意となる関係は認められなかった。この仮説が支持されなかったことによ

りＨ06とＨ07の仮説が支持されなくなった。学生努力と自己効力感に因果関係が認められ

ず、自己効力感が何から影響されているのか再検討する必要がある。

Ｈ03：満足度は、自己効力感に影響されている。

検証：全体データにおいて、相関分析ではKSU（r＝．44＊＊）、IPU（r＝．69＊＊）、重回

帰分析では IPU（R2＝．52、β＝．62＊＊）において統計的に有意となる関係が認められた。

属性の群別にみると相関分析では、オンライン授業肯定群 IPU（r＝．77＊＊）、オンライン

授業否定群KSU（r＝．57＊＊）、偏差値上位群 IPU（r＝．75＊＊）、偏差値下位群KSU（r＝．70＊＊）、

IPU（r＝．65＊＊）、満足度上位群KSU（r＝．67＊＊）、IPU（r＝．36＊）において統計的に有

意となる関係が認められた。重回帰分析では、オンライン授業肯定群 IPU（R2＝．62、β

＝．74＊＊）、偏差値上位群 IPU（R2＝．63、β＝．70＊＊）、偏差値下位群 IPU（R2＝．49、β＝．48＊）、

満足度上位群KSU（R2＝．67、β＝．45＊）において統計的に有意となる関係が認められた。

自己効力感を高めることが満足度を高めることが部分的に確かめられた。KSUよりも IPU

においてその傾向が見られる。

Ｈ04：偏差値は、自己効力感に影響されている。

検証：全体および属性の群別のデータにおいも両大学ともに相関分析・回帰分析ともに

統計的に有意となる関係は確認されなかった。本研究ではいずれも仮説が支持されること

はなかった。しかし、Gutiérrez et.al（2019）によれば、成績が自己効力感をはじめとす

る認知および感情的な関わり（emotional engagement）の効果により説明されている。

手嶋・金川（2020a；2021）においても偏差値（成績）は自己効力感に影響を受けている

ことを実証している。この仮説については、引き続き検討が繰り返される必要がある。

Ｈ05：偏差値は、満足度に影響されている。

検証：全体データにおいて両大学ともに相関分析・回帰分析ともに統計的に有意となる
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関係は確認されなかった。属性の群別にみると、相関分析では満足度上位群KSU（r＝

－．49＊）で統計的に有意となる関係が認められた。重回帰分析では、KSUでオンライン

授業肯定群（R2＝．30、β＝－．79＊）、満足度上位群（R2＝．35、β＝－．85＊）で統計的に有

意となる因果関係が認められた。IPUにおいては有意となる関係は認められず、満足度を

高めると偏差値（成績）が上がるということは言えないことが判明した。KSUにおいて

も関係が認められたが、いずれも負の関係で満足度を高めることで偏差値が下がることが

判明した。満足度を高めることと偏差値を高めることは異なる次元の課題であることが示

唆された。

Ｈ06：偏差値は、目標感、学生努力、自己効力感、および満足度に影響されている。

検証：仮説Ｈ02～05の検証結果を踏まえて、因子が連続してすべて統計的に有意となる

パスが認められることはなかった。重回帰分析ではKSUでのオンライン授業肯定群（目

標感・学生努力→満足度→偏差値）、満足度上位群（目標感→自己効力感→満足度→偏差

値）において満足度を経由して偏差値に影響するプロセスになった。満足度→偏差値とい

う一見正しそうなパスも部分的にしか支持されなかった。

Ｈ07：偏差値は、目標感、学生努力、および自己効力感に影響されている。

検証：仮説Ｈ02～05の検証結果を踏まえて、因子が連続してすべて統計的に有意となる

パスが認められることはなかった。重回帰分析で連続して有意となるパスが見られたのは、

KSUでの全体データおよび満足度下位群で目標感→学生努力→偏差値のプロセスであっ

た。ただし、目標感からスタートし自己効力感を経由することなかった。すなわち、Ｈ04

の仮説の課題と同様になる。

手嶋・金川（2021）における単回帰分析によるパス解析によれば、仮説Ｈ06とＨ07が支

持されたが、本研究における階層的重回帰分析おいては支持されなかった。また、本研究

では要約した因子すべてをモデルに設定することはなかったため、仮説で使用した因子と

の関係を探求する必要がある。そこで、モデルをさらに探求するために、偏差値と満足度

を従属変数とする重回帰分析を行う。

4．2 さらなる検討

満足度および偏差値を従属変数として、すべての因子を独立変数として重回帰分析を実
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図16 偏差値・満足度とその他因子の検討

出所：筆者作成 ＊．p＜．05、＊＊．p＜．01

施した。その結果を図16に示した。なお、有意となったパスのみを示している。

KSUの場合、従属変数である満足度（R2＝．86）と有意な関係になった独立変数は、教

員努力（β＝．49＊＊）、学生努力（β＝．25＊）、期待感（β＝．39＊＊）、技術修得（β＝－．35＊）

であった。また、偏差値と有意な関係になった独立変数は、学生努力（β＝．50＊）であっ

た。

IPUの場合、従属変数である満足度（R2＝．63）と有意な関係になった独立変数は、教

員努力（β＝．40＊＊）、自己効力感（β＝．40＊）であった。また、偏差値と有意な関係になっ

た独立変数はなかった。

偏差値に影響を与えているのは、KSUの学生努力のみである。偏差値（成績）に影響

を与える変数を探求する必要がある。例えば、川島他（2011）では、毎日の生活習慣や人

間関係のあり方が学力に影響することを明らかにしている。学修意欲や学修態度自体を問

題視するよりも、生活習慣や子供との関わり方を見直すことが学力向上のきっかけとなる

可能性を示唆されている4）。

5．おわりに

本研究の目的は、大学間で比較を行うことにより、簿記のオンライン授業を対象にして

学生の授業評価アンケートにより授業満足度を測定し、それがどのように成績（偏差値）

と関連しているのかを明らかにすることであった。さらに、成績と授業満足度に影響を与

えている要因の因果関係がどのようなものかを明らかにすることであった。その結果、

KSUの学生は課題などの提出意識が高く、IPUの学生は資格取得に関する意識（Ｑ0‐3
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‐1、Ｑ3‐14・15）が高く、オンライン授業に肯定的な意識（Ｑ1、Ｑ2‐6・9）をもっ

ていることが判明した。

つまり、KSUの学生はオンライン授業の嗜好にかかわらず、課題などの提出意識が高

いので学生努力により成績を上げることができた。IPUの学生はオンライン授業に肯定的

であることにより、満足度に影響を及ぼしている。肯定群は学生努力が伴わなくても、授

業動画により満足している可能性がある。否定群はオンライン授業、つまり授業動画に否

定的であるため満足度や偏差値に影響を及ぼさないと考えられる。本研究の成果は、満足

度を高める変数と成績（偏差値）を高める変数は同一であると考えてはならないことが判

明したことである。

今後の課題として、設定される従属変数には、さまざまな独立変数とプロセスを検討す

る必要がある。究明するモデルには変数は多数存在し、複数の因果関係や相関関係が想定

されるだろう5）。

注

1）最近では、李・金川（2020）の研究がある。
2）中谷（1996）では、児童を対象として学業的目標がどのようなプロセスを経て成績に影響するのかを重回帰分
析を用いて検討し、学業熟達目標→学業熟達的行動→教科学習への関心・意欲→学業成績という関係を明らかに
した。
3）谷口（2013）では、授業評価アンケートの意味合いから授業満足度を高めるような授業改善を目指すため、本
質問項目を独立させた。
4）手嶋・金川（2020d）において、生活習慣と簿記の学力（日商簿記検定3級合格）との関係について言及して
いる。
5）斉田（2012）では、英語教育において授業評価アンケートを用いて成績および授業満足度について共分散構造
分析を行っている。
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USK.oN IPU 
Q0-1-1 COVID-19
Q0-1-2 
Q0-2-1 COVID-19
Q0-2-2 
Q0-3-1 COVID-19
Q0-3-2 
Q1 WEB

Q2-1 
Q2-2 1
Q2-3 1 1
Q2-4 1 1
Q2-5 
Q2-6 
Q2-7 
Q2-8 
Q2-9 
Q2-10 
Q2-11 
Q2-12 
Q2-13 

Q2-14 

Q2-15 
Q2-16 
Q2-17 
Q2-18 
Q2-19 
Q2-20 
Q3-1 
Q3-2 
Q3-3 
Q3-4 
Q3-5 
Q3-6 
Q3-7 
Q3-8 
Q3-9 
Q3-10 →T
Q3-11 
Q3-12 
Q3-13 
Q3-14 
Q3-15 

附表 質問項目

出所：筆者作成
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